
 

 

 

 

 

 

 

１．許可対象となる建築物 

①本建築物の建て替えのため、当該建築物の工事期間中の代替施設として設けられる仮設店舗

等の仮設建築物（原則として、倉庫を除く） 

②仮設興行場 

③博覧会建築物 

④その他 

   ・分譲マンション販売のためのモデルル－ム 

   ・税務署（確定申告所）、郵便の業務の用に供する施設 

・選挙用事務所（当該選挙期間中の選挙事務所で、当該選挙区域内にあるもの） など 

                   

    ※許可対象となるかどうか判断が難しいものについては個別にご相談下さい。 

    

２．許可期間 

  ①本建築の建て替えのための代替建築物 → 当該工事の施工上必要な期間 

  ②仮設興行場 

  ③博覧会建築物        

  ④その他 

 

３．仮設許可を受ける場合の条項の取扱い 

（１）仮設許可により適用が除外される条項 

「４．仮設許可の基準」によります。 

      例えば、特殊建築物の耐火規定、内装制限、用途地域制限、建蔽率制限、 

容積率制限、防火地域規定、準防火地域規定などです。 

     ※適用が除外される条項の詳細については法令集などでご確認ください。 

（２）適用除外を受けない条項 

建築基準法をそのまま適用します。 

例えば、避難規定、居室の採光・換気・排煙、階段、構造規定などです。 

 

 

 

1 年以内で必要な期間 

（仮設許可日から仮設建築物の解体日まで） 

仮設許可とは 

建築基準法第 85 条第 6項の規定により、一定の期間を定めて許可を受けた 

仮設建築物については、建築基準法の一部の規定を除外することが出来ます。 



４．仮設許可の基準 

 原則として、下記の基準によること。 

  

  （１）階数は 3階建て以下とする。 

      

  （２）仮設建築物 1棟の延べ面積が 

     ①500 ㎡未満       → 屋根を不燃材料でふく。 

     ②500 ㎡以上 1,000 ㎡未満 → 屋根を不燃材料でふき、柱・梁・小屋組・外壁及び軒裏

を不燃材料で造る。 

     ③1,000 ㎡以上      → 主要構造部及び軒裏を不燃材料で造る。 

     ＊耐火構造の壁、または特定防火設備で区画した場合は、②、③においては 

      別棟とすることができる。 

     ＊耐火構造の壁は鉄筋コンクリート造以外の構造とすること。 

 

  （３）火気使用室等は壁及び天井を不燃材料又は準不燃材料で仕上げる。 

    ただし、事務室に設ける湯沸かしスペ－ス等は、天井から垂れ壁（50㎝以上） 

    を設けてその内側の壁及び天井を準不燃材料にすることができる。 

 

  （４）防火地域及び準防火地域内に設置する場合  

①仮設建築物の階数が 3階建ての場合は、建築基準法第 2条第 1項九の三に基づく準耐

火建築物とすること。 

②延焼のおそれのある部分 

       防火地域内  → 外壁、軒裏を防火構造とする。 

       準防火地域内 → 外壁、軒裏を不燃材料で造り、又は覆う。 

  

（５）その他、建築安全課からお願いする安全上・防火上・衛生上の指示に従って下さい。 

 

 

 



５．仮設許可申請における工事着工までの流れ 

 

 

                 

                            

 

 

 

 

 【建築基準法第 85 条第 6項に基づく許可申請】（申請料：120,000 円） 

《 提出書類 》 

   ・許可申請書（建築基準法施行規則 44 号様式）正・副各 1部 

    建築安全課のホームページよりダウンロードできます。 

https://www.city.kawaguchi.lg.jp/soshiki/01130/060/16/5452.html 

  《 添付書類 》 

   ・理由書（記名、捺印の上、仮設建築物の必要性、用途、存続期間） 

   ・誓約書（許可期間内に解体する旨の内容等を記入） 

・工事期間中の代替建物、マンションモデルル－ム等の場合  

        本体建物の案内図及び工程表  

   ・委任状 

   ・緩和条項チェックリスト 

   ・その他指示する書類 

《 図面関係 》 

・解体までの工程表 

・付近見取図、配置図、各階平面図、２面以上の立面図 

      ・内装、外装の仕上げ表  

   ・居室の採光、換気、排煙チェック表 

   ・その他指示する図面 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 週間程度（提出書類：本申請と同様の書類 1 部）  

※用途、規模、構造により、期間は前後します。 

3 週間程度 

事前相談 

＊特殊な場合はご相談下さい。 

許 可 書 の 交 付 

建築確認申請※ 

確 認 済 証 交 付 

工 事 着 工 

任意様式 

川 口 市 都 市 計 画 部 建 築 安 全 課 

担 当：建築審査第１係・第２係 

T E L：０４８－２４２－６３４５・６３４６ 

 

※民間指定確認検査機関へ確認申請を出す場合は 

 事前に申請先へお問い合わせください。 

本 申 請 


